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(57)【要約】
【課題】蓄電容量が十分でない蓄電池を使用したり、デ
マンド制御に即時性が担保されない制御手段を使用した
場合でも、電力使用量を契約電力内に抑制できる電力管
理装置およびプログラムを提供する。
【解決手段】電力監視装置４０の放電制御部４１ｂは、
電力計測部３６よって計測された電気使用量が所定の閾
値以上になると、蓄電池１から放電させて電気機器に給
電することで、閾値からの超過分を蓄電池１の放電分で
補填する。また蓄電池１の放電時に蓄電池１の蓄電残量
が所定量未満になると、電力監視装置４０の放電制御部
４１ｂは、蓄電池１から放電可能な放電可能時間を求め
、電力監視装置４０の機器制御部４１ａは、放電可能時
間内に電気使用量が閾値を下回るように電気機器の電力
抑制制御を実行する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも１つの電気機器の電気使用量を抑制する電力抑制制御を行う機器制御部と、
　蓄電池からの放電を制御する放電制御部とを備え、
　前記電気機器による電気使用量を計測する計測部によって計測された電気使用量が所定
の閾値以上になると、前記放電制御部が前記蓄電池から放電させて前記電気機器に給電し
、
　前記蓄電池の放電時に、前記蓄電池の蓄電残量を検出する残量検出部によって検出され
た蓄電残量が所定量未満になると、前記放電制御部は、前記蓄電池から放電可能な放電可
能時間を求め、前記機器制御部は、前記放電可能時間内に前記電気使用量が前記閾値を下
回るように前記電力抑制制御を行うことを特徴とする電力管理装置。
【請求項２】
　前記電力抑制制御の制御対象が複数種類あり、前記機器制御部は、前記放電可能時間に
応じて、前記電力抑制制御を実行する制御対象を変更することを特徴とする請求項１記載
の電力管理装置。
【請求項３】
　前記機器制御部が、一部の制御対象について前記電力抑制制御を実行すると、前記放電
制御部が、前記電力抑制制御の実行後に、前記計測部で計測された電気使用量と前記残量
検出部で検出された蓄電残量とに基づいて、前記放電可能時間を再度求めることを特徴と
する請求項２記載の電力管理装置。
【請求項４】
　前記放電可能時間が所定の閾値時間よりも短い場合、前記機器制御部は、１回の電力抑
制制御で前記電気使用量が前記閾値未満に低下するように、複数の前記制御対象について
前記電力抑制制御を一度に実行することを特徴とする請求項２記載の電力管理装置。
【請求項５】
　前記計測部は、前記電気機器ごとに電気使用量を計測しており、前記機器制御部は、前
記計測部によって計測された前記電気機器ごとの電気使用量に基づいて、前記電力抑制制
御を一度に実行する複数の制御対象として、これら複数の制御対象による電気使用量の合
計が前記閾値を超過している超過分以上となるように、複数の制御対象を選択することを
特徴とする請求項４記載の電力管理装置。
【請求項６】
　前記放電制御部は、前記電力抑制制御が開始されてから前記電気使用量が前記閾値を下
回るまでの間、前記蓄電池からの放電で前記電気機器を動作可能な蓄電残量を最低残量と
して求め、この最低残量以上に前記所定量を設定したことを特徴とする請求項１乃至５の
何れか１項に記載の電力管理装置。
【請求項７】
　前記計測部によって計測された電気使用量が前記閾値以上になったことを報知し、前記
放電可能時間を報知する報知部を備えたことを特徴とする請求項１乃至６の何れか１項に
記載の電力管理装置。
【請求項８】
　コンピュータを、
　少なくとも１つの電気機器の電気使用量を抑制する電力抑制制御を行う機器制御手段と
、
　蓄電池からの放電を制御する放電制御手段として機能させ、
　前記電気機器による電気使用量を計測する計測部によって計測された電気使用量が所定
の閾値以上になると、前記放電制御手段に、前記蓄電池から放電させて前記電気機器に給
電させる処理を実行させ、
　前記蓄電池の放電時に、前記蓄電池の蓄電残量を検出する残量検出部によって検出され
た蓄電残量が所定量未満になると、前記放電制御手段に、前記蓄電池から放電可能な放電
可能時間を求める処理を実行させ、前記機器制御手段に、前記放電可能時間内に前記電気
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使用量が前記閾値を下回るように前記電力抑制制御を実行させることを特徴とするプログ
ラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電力管理装置およびプログラムに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　電力需要家が支払う電気料金は、１年間を通じての最大需要電力を基準として決定され
るため、電気料金を抑制するためには、最大需要電力を下げる必要がある。そこで、電力
需要家側では電力使用量を抑制し、電力使用量が契約電力量以下になるようなデマンド制
御を行っている。デマンド制御の制御対象となる電気機器は、快適性を向上させるために
用いられる機器であって、且つ、一時的に動作を停止させたり抑制させたりしても支障が
ない機器であり、一般的には空調機器が制御対象となる。
【０００３】
　ここで、電力使用量が増加して契約電力を超えそうな場合、電力使用量が大きいほど、
短時間でデマンド制御を行う必要があるが、ネットワーク経由で制御される電気機器や、
赤外線リモコン又は無線通信で制御される電気機器をデマンド制御対象とする場合、この
ような制御方式では制御時間の即時性が担保されないため、デマンド制御が間に合わず、
電力使用量が契約電力を超過する可能性があった。また過電流などで電力使用量が契約電
力を超過すると、アンペアブレーカが作動して、全停電が発生する可能性もあった。
【０００４】
　そこで、電力使用量が所定量を超えると、蓄電池から放電させて電気機器に給電するこ
とで、商用電源系統からの入力電力を契約電力以下に抑制するようにした電力供給システ
ムが従来提案されている（例えば特許文献１参照）。この電力供給システムでは、電力使
用量が所定の閾値を超えると、蓄電池から放電させるとともに、蓄電池の残量を報知して
、ユーザによるデマンド制御を促している。また蓄電池の残量が所定量を下回ると、所定
の電気機器のデマンド制御を開始して、電力使用量が契約電力を超えないようにしている
。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００８－６７４３９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　上記文献に開示された電力供給システムでは、電力使用量が閾値以上になると、蓄電池
が放電を開始するが、蓄電池の残量が所定量を下回るまでデマンド制御が行われないため
、蓄電池に蓄電容量の大きいものを使用する必要がある。また、蓄電池の残量が所定量を
下回った時点でデマンド制御を開始しており、蓄電池の残量が無くなる前に電力使用量を
抑制しなければならないから、電力抑制制御に比較的長時間を要する制御手段では対応で
きない可能性があった。したがって、即時性を担保できない電気機器（例えばネットワー
ク経由や赤外線リモコンで制御される電気機器）をデマンド制御の制御対象とすることは
できなかった。
【０００７】
　本発明は上記課題に鑑みて為されたものであり、その目的とするところは、蓄電容量が
十分でない蓄電池を使用したり、デマンド制御に即時性が担保されない制御手段を使用し
た場合でも、電力使用量を契約電力内に抑制できる電力管理装置およびプログラムを提供
することにある。
【課題を解決するための手段】
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【０００８】
　本発明の電力管理装置は、機器制御部と、放電制御部とを備える。前記機器制御部は、
少なくとも１つの電気機器の電気使用量を抑制する電力抑制制御を行う。前記放電制御部
は蓄電池からの放電を制御する。前記電気機器による電気使用量を計測する計測部によっ
て計測された電気使用量が所定の閾値以上になると、前記放電制御部が前記蓄電池から放
電させて前記電気機器に給電する。前記蓄電池の放電時に、前記蓄電池の蓄電残量を検出
する残量検出部によって検出された蓄電残量が所定量未満になると、前記放電制御部は、
前記蓄電池から放電可能な放電可能時間を求め、前記機器制御部は、前記放電可能時間内
に前記電気使用量が前記閾値を下回るように前記電力抑制制御を行う。
【０００９】
　この電力管理装置において、前記電力抑制制御の制御対象が複数種類あり、前記機器制
御部は、前記放電可能時間に応じて、前記電力抑制制御を実行する制御対象を変更するこ
とも好ましい。
【００１０】
　この電力管理装置において、前記機器制御部が、一部の制御対象について前記電力抑制
制御を実行すると、前記放電制御部が、前記電力抑制制御の実行後に、前記計測部で計測
された電気使用量と前記残量検出部で検出された蓄電残量とに基づいて、前記放電可能時
間を再度求めることも好ましい。
【００１１】
　この電力管理装置において、前記放電可能時間が所定の閾値時間よりも短い場合、前記
機器制御部は、１回の電力抑制制御で前記電気使用量が前記閾値未満に低下するように、
複数の前記制御対象について前記電力抑制制御を一度に実行することも好ましい。
【００１２】
　この電力管理装置において、前記計測部は、前記電気機器ごとに電気使用量を計測して
おり、前記機器制御部は、前記計測部によって計測された前記電気機器ごとの電気使用量
に基づいて、前記電力抑制制御を一度に実行する複数の制御対象として、これら複数の制
御対象による電気使用量の合計が前記閾値を超過している超過分以上となるように、複数
の制御対象を選択することも好ましい。
【００１３】
　この電力管理装置において、前記放電制御部は、前記電力抑制制御が開始されてから前
記電気使用量が前記閾値を下回るまでの間、前記蓄電池からの放電で前記電気機器を動作
可能な蓄電残量を最低残量として求め、この最低残量以上に前記所定量を設定したことも
好ましい。
【００１４】
　この電力管理装置において、前記計測部によって計測された電気使用量が前記閾値以上
になったことを報知し、前記放電可能時間を報知する報知部を備えることも好ましい。
【００１５】
　本発明のプログラムは、コンピュータを、少なくとも１つの電気機器の電気使用量を抑
制する電力抑制制御を行う機器制御手段と、蓄電池からの放電を制御する放電制御手段と
して機能させることを特徴とする。本発明のプログラムは、前記電気機器による電気使用
量を計測する計測部によって計測された電気使用量が所定の閾値以上になると、前記放電
制御手段に、前記蓄電池から放電させて前記電気機器に給電させる処理を実行させる。本
発明のプログラムは、前記蓄電池の放電時に、前記蓄電池の蓄電残量を検出する残量検出
部によって検出された蓄電残量が所定量未満になると、前記放電制御手段に、前記蓄電池
から放電可能な放電可能時間を求める処理を実行させ、前記機器制御手段に、前記放電可
能時間内に前記電気使用量が前記閾値を下回るように前記電力抑制制御を実行させる。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、蓄電残量が所定量未満である場合に電気使用量が閾値以上になると、
放電制御部は、蓄電池から放電させて電気機器に給電するとともに、機器制御部は、放電
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可能時間内に電気使用量が閾値を下回るように電力抑制制御を実行する。したがって、蓄
電容量が比較的小さい蓄電池を使用したり、機器制御部として即時性の低い制御手段を使
用した場合でも、蓄電残量が無くなる前に電力抑制制御を確実に完了させることができる
。よって、電気使用量が契約電力を超えてアンペアブレーカが作動する事態を回避するこ
とができる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本実施形態の電力管理装置の要部を示すブロック図である。
【図２】本実施形態の電力管理装置を用いた電力管理システムのシステム構成図である。
【図３】本実施形態の電力管理装置の動作を説明するフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下では、本発明に係る電力管理装置を戸建て住宅の配電システムに適用した実施形態
について、図面に基づいて説明する。尚、以下では本発明を戸建て住宅に適用した実施形
態について説明するが、本発明を集合住宅に適用することを妨げるものではない。
【００１９】
　図２は配電システムのシステム構成図である。この配電システムは、蓄電池１と、太陽
電池２と、電力変換ユニット１０と、直流分電盤２０と、交流分電盤３０と、電力監視装
置４０（電力管理装置）と、赤外線リモコン装置５０と、表示パネル６０とを主要な構成
として備えている。尚、本実施形態では蓄電池１を充電する電源として太陽電池２を備え
ているが、風力発電設備や燃料電池などの電源を備えていてもよい。
【００２０】
　交流分電盤３０は、主幹ブレーカ３１と、複数の分岐ブレーカ３２と、連系用ブレーカ
３３と、センサ部３４とを盤内に収納する。主幹ブレーカ３１の一次側には、宅外から引
込盤７０を介して宅内に引き込まれた系統電源の電源線Ｌ１が接続される。分岐ブレーカ
３２の一次側は主幹ブレーカ３１の二次側配線に接続されており、二次側に接続される交
流負荷（電気機器）３５への電力供給をオン／オフする。連系用ブレーカ３３は、宅内の
分散電源（例えば太陽電池２）を系統電源に連系又は解列する機能を有している。センサ
部３４は、主幹ブレーカ３１を介して入力される入力電流及び入力電圧を検出する。セン
サ部３４によって検出された入力電流及び入力電圧をもとに電力計測部３６（計測部）が
系統電源からの入力電力を計測しており、入力電力の計測結果を例えば特定小電力無線に
より電力監視装置４０へ無線送信する。尚、本実施形態では主幹ブレーカ３１のみにセン
サ部３４を設けて入力電力を計測しているが、分岐ブレーカ３２の二次側にセンサ部３４
を設けてもよく、電力計測部３６で分岐回路ごとの電気使用量を計測してもよい。
【００２１】
　直流分電盤２０は、主幹ブレーカ２１と、複数の分岐ブレーカ２２を盤内に収納してい
る。主幹ブレーカ２１の一次側には、電力変換ユニット１０からの直流電力線が接続され
ており、電力変換ユニット１０から所定の電圧値の直流電圧が供給される。分岐ブレーカ
２２の一次側は主幹ブレーカ２１の二次側配線に接続されており、二次側に接続される直
流負荷２３への電力供給をオン／オフする。
【００２２】
　電力変換ユニット１０は、ＰＶ（Photovoltaic）用ＤＣ／ＤＣコンバータ１１と、充放
電用ＤＣ／ＤＣコンバータ１２と、給電用ＤＣ／ＤＣコンバータ１３と、インバータ１４
と、制御部１５を備える。
【００２３】
　制御部１５は、電力監視装置４０との間で無線通信を行う無線通信インタフェース（例
えば特定小電力無線など）を備え、電力監視装置４０からの制御信号に応じて各ＤＣ／Ｄ
Ｃコンバータ１１～１３及びインバータ１４の動作を制御する。
【００２４】
　ＰＶ用ＤＣ／ＤＣコンバータ１１は、太陽電池２の発電電力を所定電圧値の直流電力に
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変換し、内部配線Ｌ２を介して充放電用ＤＣ／ＤＣコンバータ１２、給電用ＤＣ／ＤＣコ
ンバータ１３又はインバータ１４へ出力する。
【００２５】
　充放電用ＤＣ／ＤＣコンバータ１２は、蓄電池１への充放電を制御する機能を有してい
る。蓄電池１の充電時、ＤＣ／ＤＣコンバータ１２は、ＰＶ用ＤＣ／ＤＣコンバータ１１
から入力される直流電源の電流値及び電圧値を充電に適した電流、電圧に変換して蓄電池
１を充電する。蓄電池１の放電時は、ＤＣ／ＤＣコンバータ１２は、蓄電池１からの入力
を所定の電圧値に変換して給電用ＤＣ／ＤＣコンバータ１３又はインバータ１４に供給す
る。
【００２６】
　給電用ＤＣ／ＤＣコンバータ１３は、ＰＶ用ＤＣ／ＤＣコンバータ１１又は充放電用Ｄ
Ｃ／ＤＣコンバータ１２から入力される直流電力を、直流負荷２３に適した所定の電圧値
に変換して直流分電盤２０に供給する。
【００２７】
　インバータ１４は、ＰＶ用ＤＣ／ＤＣコンバータ１１又は充放電用ＤＣ／ＤＣコンバー
タ１２から内部配線Ｌ２を介して入力される直流電力を交流（例えばＡＣ１００Ｖ）に変
換して、交流分電盤３０に供給する。
【００２８】
　蓄電池１には、太陽電池２の発電電力の余剰分が蓄電される。そして、電気使用量が所
定の閾値以上になると、蓄電池１から放電させて交流に変換し、系統電源と連系して交流
負荷に電力を供給する。
【００２９】
　次に電力監視装置４０について図２のブロック図を参照して説明する。電力監視装置４
０は、演算処理部４１と、例えば特定小電力無線からなる無線通信インタフェース（無線
通信Ｉ／Ｆ）４２と、表示制御部４３と、メモリ４４を備える。
【００３０】
　演算処理部４１は例えばマイクロコンピュータからなり、マイクロコンピュータの演算
機能によって機器制御部４１ａと放電制御部４１ｂが構成される。機器制御部４１ａは、
電力使用量が増大すると電気機器３５ａ，３５ｂの電力抑制制御（デマンド制御）を行う
。また放電制御部４１ｂは、電力変換ユニット１０を用いて蓄電池１からの放電を制御す
る。
【００３１】
　無線通信インタフェース４２は、上述した電力変換ユニット１０、電力計測部３６、赤
外線リモコン装置５０との間で無線通信を行う。尚、電気機器３５ａが無線通信機能を備
えておらず、赤外線通信機能のみ備えている場合、電力監視装置４０は無線通信インタフ
ェース４２から赤外線リモコン装置５０へ制御信号を無線送信する。そして、赤外線リモ
コン装置５０は、電力監視装置４０から受信した制御信号を電気機器３５ａへ赤外線信号
で送信しており、電力監視装置４０からの制御信号が赤外線リモコン装置５０によって無
線中継される。また、電気機器３５ｂ自体が無線通信機能を備えている場合、電力監視装
置４０は無線通信インタフェース４２から電気機器３５ｂへ無線信号を直接送信させる。
【００３２】
　表示制御部４３は、演算処理部４１から入力される表示制御信号に応じて、報知部たる
表示パネル６０の表示内容を制御する。
【００３３】
　次に、この電力管理装置の動作について説明する。
【００３４】
　日照によって太陽電池２が発電すると、ＰＶ用ＤＣ／ＤＣコンバータ１１がＭＰＰＴ（
Maximum Power Point Tracking）制御等を行って、太陽電池２から電力を取り出す。直流
負荷２３及び交流負荷３５で電力が消費される場合、ＰＶ用ＤＣ／ＤＣコンバータ１１の
出力はＤＣ／ＤＣコンバータ１３及びインバータ１４に出力される。ＤＣ／ＤＣコンバー
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タ１３では、ＰＶ用ＤＣ／ＤＣコンバータ１１の出力を直流負荷２３に適合した電圧に変
換し、直流分電盤２０を介して直流負荷２３に供給する。またインバータ１４は、ＰＶ用
ＤＣ／ＤＣコンバータ１１の出力を、安定な交流電源（例えばＡＣ１００Ｖ）に変換して
交流分電盤３０に出力し、系統電源と連系して交流負荷３５に給電する。
【００３５】
　ここで、太陽電池２の発電電力が、負荷（直流負荷２３及び交流負荷３５）で消費され
る消費電力を上回っている場合、本システムでは発電電力の余剰分（余剰電力）を交流電
源系統に逆潮させて売電する代わりに、蓄電池１に充電する。すなわち、電力変換ユニッ
ト１０では、太陽電池２の発電電力に余剰分が発生すると、充放電用ＤＣ／ＤＣコンバー
タ１２に充電動作を行わせて、蓄電池１を充電させる。なお交流負荷３５での消費電力が
、電力変換ユニット１０から供給される電力を上回っている場合は、不足分は系統電源か
ら供給されることになる。
【００３６】
　このように本システムでは、交流負荷３５での消費電力が太陽電池２からの供給分を上
回っていると、不足分を商用交流電源から買電するのであるが、商用交流電源からの買電
電力量が契約電力を超えると、アンペアブレーカが作動して全停電が発生する。そこで、
買電電力量（電気使用量）が、契約電力量よりも少し低めの値に設定された閾値以上にな
ると、電気機器の電気使用量を抑制する電力抑制制御が行われるようになっている。ここ
で、電力監視装置４０による電力抑制制御の動作を図３のフローチャートに基づいて説明
する。
【００３７】
　電力計測部３６は、所定のサンプリング間隔で、センサ部３４の出力から電力使用量を
計測しており、電力使用量（電気使用量）の計測結果を電力監視装置４０に無線送信する
（Ｓ１）。
【００３８】
　電力監視装置４０では、無線通信Ｉ／Ｆ４２が電力計測部３６から無線送信された電力
使用量の計測結果を取り込むと、演算処理部４１が電力使用量の計測結果と所定の閾値と
の高低を比較する（Ｓ２）。ここで、上記の閾値は、電気事業者との契約電力量よりも少
し低めの電力量に設定されている。
【００３９】
　Ｓ２の判断で電力使用量の計測結果が閾値未満であれば（Ｓ２のＮｏ）、Ｓ１に戻って
電力使用量の計測を継続する。一方、電力使用量の計測結果が閾値以上であれば（Ｓ２の
Ｙｅｓ）、演算処理部４１の放電制御部４１ｂは、蓄電池１の蓄電分を放出させる放電指
令を無線通信Ｉ／Ｆ４２から電力変換ユニット１０へ送信させる。電力変換ユニット１０
の制御部１５は、電力監視装置４０からの放電指令を受信すると、充放電用ＤＣ／ＤＣコ
ンバータ１２及びインバータ１４を動作させ、蓄電池１から放出させた直流電力を交流に
変換し、系統電源と連系して交流負荷３５に給電させる（Ｓ３）。このように、電気使用
量が閾値を超過した場合、閾値を超過した分を蓄電池１から放電させることで、蓄電池１
が放電して交流負荷３５に給電する間は、電気使用量が閾値以内に抑えられる。したがっ
て、この間に電力使用量が契約電力量を超過することはなく、過電流状態となってアンペ
アブレーカが作動することはないから、全停電が発生することはない。ここにおいて、電
気使用量が閾値を超過した場合に蓄電池１が放電し、系統電源に連系して電気機器３５に
給電する動作を「ピークアシスト」という。
【００４０】
　また蓄電池１は、蓄電残量を検出する残量検出部（図示せず）を備え、放電時に所定の
時間間隔で検出した蓄電残量が電力変換ユニット１０の制御部１５に送られる。電力変換
ユニット１０の制御部１５は、蓄電池１から蓄電残量のデータを受け取ると、この蓄電残
量のデータを電力監視装置４０へ無線送信させる。電力監視装置４０では、無線通信Ｉ／
Ｆ４２が電力変換ユニット１０から送信された蓄電残量のデータを受信すると、演算処理
部４１が、無線通信Ｉ／Ｆ４２の受信した蓄電残量と、メモリ４４に記憶された所定量と
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の高低を比較する（Ｓ４）。
【００４１】
　ここで、蓄電残量が所定量以上であれば（Ｓ４のＹｅｓ）、演算処理部４１は、蓄電残
量と電力使用量とをもとに蓄電池１によりバックアップ可能な時間（放電可能時間）を求
める。そして、演算処理部４１では、表示制御部４３を用いて電気使用量が閾値以上にな
ったことを報知するとともに、この放電可能時間を表示パネル６０（報知部）に表示させ
た後（Ｓ５）、Ｓ４に戻って蓄電残量の監視を継続する。尚、放電可能時間を報知する手
段としては、表示パネル６０による画面表示に限定されるものではなく、音声合成ＩＣや
スピーカなどの音声通知手段を用いて放電可能時間を音声で報知してもよい。
【００４２】
　一方、Ｓ４において蓄電残量が所定量未満であれば（Ｓ４のＮｏ）、演算処理部４１の
機器制御部４１ａが、制御対象の電気機器３５の電力抑制制御を実行する制御命令を無線
通信Ｉ／Ｆ４２から無線送信させ、電力抑制制御を開始させる（Ｓ６）。
【００４３】
　ここで、放電制御部４１ｂは、蓄電残量と電力使用量をもとに放電可能時間を求め、機
器制御部４１ａは、放電可能時間内に電力使用量が上記閾値を下回るように電力抑制制御
の制御命令を出力する。例えば蓄電残量が１６．７Ｗｈ、閾値電力が５ｋＷ、電力使用量
が６ｋＷの場合、閾値を超過した分（１ｋＷ）を蓄電池１の蓄電残量で賄える放電可能時
間は１６．６（Ｗｈ）÷１（ｋＷ）≒６０（秒）と算出される。したがって、機器制御部
４１ａは、６０秒以内に電力抑制制御を完了させるように制御命令を出力する。無線通信
Ｉ／Ｆ４２から送信された電力抑制制御の制御命令は、赤外線通信機能のみを有する電気
機器３５ａには赤外線リモコン装置５０を介して送信され、無線通信機能を有する電気機
器３５ｂには直接送信される。電力抑制制御の制御命令を受信した電気機器３５ａ，３５
ｂは動作を停止するか、又は、消費電力がより低い動作状態に切り替わることで、電力抑
制制御を実行する。
【００４４】
　なお、電力抑制制御を行う際に、制御対象となる複数台の電気機器に優先順位を設定し
ておき、電気使用量が閾値未満となるまで、優先順位の高い電気機器から順番に電気機器
の電力抑制制御を行うようにしてもよい。例えば表１に示すように、電力抑制制御の対象
となるリビングエアコン、リビング床暖房、和室エアコンの３つの電気機器に優先順位が
割り当てられている場合、リビングエアコン→リビング床暖房→和室エアコンの順番で電
気使用量が閾値を下回るまで電力抑制制御が行われることになる。この場合、制御対象で
ある複数の電気機器を一度に電力抑制制御する場合に比べ、必要度合いの低い電気機器か
ら順番に電力抑制制御が実行されるので、電力抑制制御を実行する電気機器を最小限にす
ることができる。
【００４５】
【表１】

【００４６】
　Ｓ６で電力抑制制御を開始した後、電力監視装置４０の演算処理部４１は、電力計測部
３６から送信される電力使用量をモニタしており、蓄電池１に放電を停止させても、電力
使用量が閾値未満に収まるか否かを判断する（Ｓ７）。ここで、電力抑制制御が完了して
おらず、蓄電池１が放電を停止すると電力使用量が閾値以上になる間は（Ｓ７のＮｏ）、
演算処理部４１は蓄電池１からの放電を継続させる。一方、電力抑制制御が完了し、蓄電
池１が放電を停止しても電力使用量が閾値未満に収まれば（Ｓ７のＹｅｓ）、演算処理部
４１の機器制御部４１ａは電力抑制制御を終了させる制御命令を無線通信Ｉ／Ｆ４２から
無線送信させる。また演算処理部４１の放電制御部４１ｂは蓄電池１の放電を終了させる
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制御命令を無線通信Ｉ／Ｆ４２から無線送信させる（Ｓ８）。この時、電力抑制制御を行
っていた電気機器３５ａ，３５ｂは、電力抑制制御を終了する制御命令を受信すると、電
力抑制動作を終了して、電力抑制制御を実行する前の動作状態に復帰する。また電力変換
ユニット１０の制御部１５は、放電を停止させる制御命令を受けて、蓄電池１からの放電
を停止させる。したがって、電力抑制制御によって電気使用量が閾値未満となるまで抑制
されると、電力抑制制御の終了制御と、蓄電池１からの放電を終了させる制御とが自動的
に行われる。
【００４７】
　尚、本実施形態では電力抑制制御を実行した結果、電気使用量が閾値未満に低下すると
、複数の電気機器の電力抑制制御を同時に終了させているが、複数の電気機器３５を予め
設定された優先順位にしたがって順番に電力抑制制御から復帰させてもよい。また、電力
抑制制御を実行した結果、電気使用量が閾値未満に低下した場合に、各電気機器３５の電
力抑制制御を自動的に終了させる必要はなく、ユーザの終了操作で電力抑制制御を終了す
るようにしてもよい。
【００４８】
　また、図３のＳ５では放電可能時間を文字や音声で報知しているが、放電可能時間を報
知した後、電力抑制制御を開始する前に、需要家自身による電気機器の停止操作を待って
もよい。また放電可能時間を報知する際に、蓄電池１が放電を停止しても電気使用量を閾
値未満に収めるための具体的な方策を需要家に対して報知してもよい。例えば「３分以内
にＩＨ調理器具を停止して下さい」とか「１０分以内に電気自動車の充電を停止して下さ
い」などの具体的な方策を提示して、動作を停止させる電気機器３５を需要家自身に選択
させてもよい。この場合、ＩＨ調理器具や電気自動車の充電用コンセントのように、電気
使用量の大きい回路に対して負荷遮断手段を設ける必要がなく、大電流が流れる回路に負
荷遮断手段を設けるコストを低減できる。
【００４９】
　以上説明したように、本実施形態の電力監視システムでは、電力計測部３６で計測され
た電気使用量が所定の閾値以上になると、放電制御部４１ｂが蓄電池１から放電させて電
気機器３５ａ，３５ｂに給電する。また蓄電池１からの放電時に蓄電池１の蓄電残量が所
定量未満になると、放電制御部４１ｂが蓄電池１から放電可能な放電可能時間を求め、機
器制御部４１ａは、放電可能時間内に電気使用量が閾値を下回るように電力抑制制御を実
行する。
【００５０】
　これにより、蓄電容量が比較的小さい蓄電池１を使用したり、機器制御部４１ａとして
即時性の低い制御手段（例えば無線制御や赤外線リモコン制御やネットワーク制御などの
制御手段）を使用した場合でも、蓄電残量が無くなる前に電力抑制制御を確実に完了させ
ることができる。よって、電気使用量が契約電力を超えてアンペアブレーカが作動する事
態を回避することができ、電気料金の低減を図ることができる。
【００５１】
　ところで、電力抑制制御の制御対象が複数種類ある場合、機器制御部４１ａでは、上記
の放電可能時間に応じて、実行する電力抑制制御の制御対象を変更することも好ましい。
【００５２】
　例えば蓄電池１の蓄電残量が１６．６Ｗｈ、閾値が５ｋＷ、電力使用量が６ｋＷの場合
、閾値を超過した分（＝１ｋＷ）を蓄電池１からの放電で賄える時間（放電可能時間）は
、１６．６（Ｗｈ）÷１（ｋＷ）≒６０（秒）となる。したがって、放電可能時間の６０
秒以内に電力抑制制御を完了する必要がある。ここで、個々の電気機器ごとに電力抑制制
御が可能であり、優先順位にしたがって、即時性が高く且つ消費電力の大きいリビングエ
アコンが最初にオフ制御されたとする。リビングエアコンのオフ制御が完了すると、超過
電力量が０．３ｋＷに低下する。またリビングエアコンのオフ制御に３０秒かかったため
、蓄電池１の蓄電残量は８．３ｋＷに低下する。ここで、蓄電池１による通電可能時間を
再計算すると、８．３（Ｗｈ）÷０．３（ｋＷ）≒１００（秒）となるので、優先順位が
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２番目のリビング床暖房のオフ制御は１００秒以内に行えばよい。
【００５３】
　このように、即時性が比較的高く消費電力の大きい電気機器の電力抑制制御を最初に行
うことで、通電可能時間をさらに延ばすことができ、即時性が比較的低い電気機器につい
ては時間的に余裕を持たせた状態で電力抑制制御を行えるようになる。
【００５４】
　また、機器制御部４１ａが一部の制御対象について電力抑制制御を実行すると、放電制
御部４１ｂは、電力抑制制御の実行後に、電力計測部３６で計測された電気利用量と、蓄
電池１から送信された蓄電残量をもとに、放電可能時間を再度求めている。一部の制御対
象について電力抑制制御を実行すると、それによって、放電可能時間が変化するので、電
力抑制制御を実行した後に放電可能時間を再度求めることで、放電可能時間が延びた場合
には余裕をもって、その後の電力抑制制御を実行することができる。
【００５５】
　また上述のように、放電可能時間に比較的余裕がある場合は優先順位にしたがって電気
機器を順番にオフさせていけばよいが、放電可能時間に余裕がなく、放電可能時間が所定
の閾値時間よりも短い場合、１回の電力抑制制御で複数の電気機器をオフさせて、電気使
用量を閾値以下に低下させる必要がある。この場合、１回の電力抑制制御で閾値以下に低
下させるために、どの電気機器をオフさせればよいか判断する必要がある。そこで、分岐
回路ごとにセンサ部３４を設け、電力計測部３６がセンサ部３４の検出結果をもとに分岐
回路ごとの電力使用量を計測することとする。そして、機器制御部４１ａでは、各電気機
器の電力使用量をもとに、各電気機器の優先順位にしたがって何番目までの電気機器をオ
フ制御（電力抑制制御）すれば、全体の電力使用量が閾値以下になるかを判断し、これら
の電気機器を１度にオフすることで、放電可能時間に余裕が無い場合でも放電可能時間内
に電力抑制制御を完了することができる。
【００５６】
　このように、放電可能時間が所定の閾値時間よりも短い場合、機器制御部４１ａでは、
１回の電力抑制制御で電気使用量が閾値未満に低下するように、複数の制御対象について
電力抑制制御を一度に実行しているので、短時間で電気使用量を閾値未満に低下させるこ
とができる。
【００５７】
　なお、上記の例では優先順位の高い方から複数台の電気機器を一度に停止させることで
電気使用量を閾値未満に抑制しているが、電力計測部３６で計測された分岐回路ごと、す
なわち電気機器ごとの電気使用量をもとに、電力抑制制御を一度に実行する複数の電気機
器として、これら複数の電気機器による電気使用量の合計が閾値を超過している超過分以
上となるように、複数の電気機器を選択してもよい。このようにして電力抑制制御を一度
に実行する電気機器を選択することで、電気使用量が閾値以上となっている場合に、選択
された電気機器を一度に停止させることで、電気使用量の超過分を削減して、電気使用量
を閾値未満に確実に抑制することができる。
【００５８】
　また、上記の例では電気使用量が閾値以上になった場合に、選択された複数台の電気機
器を一度に停止させることで電気使用量を閾値未満に低減させているが、各電気機器が消
費電力の異なる複数の動作モードを備えている場合、選択された複数台の電気機器を、よ
り消費電力の少ない動作モードに切り換えることで、電気使用量を閾値未満に抑制しても
よい。この場合、電力監視装置４０の演算処理部４１は、各々の電気機器について、各動
作モードでの消費電力を電力計測部３６が計測した結果をメモリ４４に記憶させておく。
電気使用量が閾値以上になると、機器制御部４１ａでは、メモリ４４に記憶された各電気
機器の各動作モードにおける消費電力に基づいて、動作モードを低電力側に切り替えるこ
とで削減可能な電気使用量を電気機器ごとに求め、電気使用量の削減分の合計が上記閾値
を超過した分以上となるように複数台の電気機器を選択する。そして、機器制御部４１ａ
は、選択した複数台の電気機器を低電力側の消費モードに一度に切り換えることで、電気
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使用量の超過分を削減し、電気使用量を閾値未満に確実に抑制することができる。尚、演
算処理部４１が、各電気機器について各動作モードでの消費電力を実測した値をメモリ４
４に記憶させる代わりに、予め各動作モードでの消費電力（設計値）をメモリ４４に記憶
させておいてもよい。また、電気機器ごとに各動作モードでの消費電力をメモリ４４に記
憶させる代わりに、動作モードを低電力側に切り換えることによって削減される電気使用
量の削減分（実測値又は設計値）をメモリ４４に記憶させておき、これらのデータをもと
に電気使用量の合計値を閾値以下に抑制するために、動作モードを低電力側に切り替える
電気機器を選択してもよい。
【００５９】
　以上のように、蓄電池１の放電可能時間に応じて電力抑制制御を実行する制御対象を変
更することで、放電可能時間内に電力抑制制御を確実に完了することができる。
【００６０】
　また、本実施形態では電気使用量が閾値以上になると蓄電池１から放電させ、その後、
蓄電残量が所定量未満になると電力抑制制御を開始しているが、上記所定量は電力抑制制
御が完了するまでに蓄電残量が零にならないような値に設定する必要がある。ここで、電
力監視装置４０の演算処理部４１では、電力抑制制御を開始してから電気使用量が閾値を
下回るまでの間、蓄電池１からの放電で電気機器を動作可能な蓄電残量を最低残量として
求め、この最低残量以上に上記の所定量を設定することも好ましい。
【００６１】
　例えば、閾値電力を５ｋＷ、電気機器による電気使用量のピーク値を７ｋＷ、電力抑制
制御が完了するまでの時間が最長で３０秒とすると、超過電力の２ｋＷを蓄電池１から３
０秒間放電するのに必要な蓄電残量は２（ｋＷ）×３０（秒）≒１６．７（Ｗｈ）となる
。したがって、上記所定量を１６．７Ｗｈ以上に設定しておけば、電力抑制制御の実行中
に蓄電残量が零になることはない。なお、電気使用量のピーク値は過去の電気使用量の最
大値をメモリ４４に記憶しておき、この値と閾値電力および制御時間の設定値から所定量
を演算してもよいし、ユーザが設定したピーク時電気使用量をもとに所定量を設定しても
よい。
【００６２】
　このように、電力抑制制御を実行中に蓄電池の蓄電残量が零にならないような最低残量
を求めておき、この最低残量以上の値を上記の所定量として設定しておけば、電力抑制制
御を開始してから電力抑制制御が完了するまでの間に、蓄電残量が零になることはなく、
電気使用量が契約電力を超えて全停電を招くことがない。
【００６３】
　本実施形態の電力管理システムは、複数の電気機器と、計測手段と、機器制御手段と、
蓄電池と、残量検出手段と、放電制御手段を備える。計測手段は、複数の電気機器による
電気使用量を計測する。機器制御手段は、少なくとも１つの電気機器の電気使用量を抑制
する電力抑制制御を行う。蓄電池は、系統電源に連系して電気機器に給電する。残量検出
手段は蓄電池の蓄電残量を検出する。放電制御手段は蓄電池からの放電を制御する。さら
に、計測手段によって計測された電気使用量が所定の閾値以上になると、放電制御手段が
蓄電池から放電させて電気機器に給電する。蓄電池の放電時に残量検出手段によって検出
された蓄電残量が所定量未満になると、放電制御手段は、蓄電池から放電可能な放電可能
時間を求め、機器制御手段は、放電可能時間内に電気使用量が閾値を下回るように電力抑
制制御を行う。
【００６４】
　この電力管理システムにおいて、電力抑制制御の制御対象が複数種類あり、機器制御手
段は、放電可能時間に応じて、電力抑制制御を実行する制御対象を変更することも好まし
い。
【００６５】
　この電力管理システムにおいて、機器制御手段が、一部の制御対象について電力抑制制
御を実行すると、放電制御手段が、電力抑制制御の実行後に、計測手段で計測された電気
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とも好ましい。
【００６６】
　この電力管理システムにおいて、放電可能時間が所定の閾値時間よりも短い場合、機器
制御手段は、１回の電力抑制制御で電気使用量が閾値未満に低下するように、複数の制御
対象について電力抑制制御を一度に実行することも好ましい。
【００６７】
　この電力管理システムにおいて、計測手段は、電気機器ごとに電気使用量を計測してお
り、機器制御手段は、計測手段によって計測された電気機器ごとの電気使用量に基づいて
、電力抑制制御を一度に実行する複数の制御対象として、これら複数の制御対象による電
気使用量の合計が閾値を超過している超過分以上となるように、複数の制御対象を選択す
ることも好ましい。
【００６８】
　この電力管理システムにおいて、放電制御手段は、電力抑制制御が開始されてから電気
使用量が閾値を下回るまでの間、蓄電池からの放電で電気機器を動作可能な蓄電残量を最
低残量として求め、当該最低残量以上に所定量を設定するのも好ましい。
【００６９】
　この電力管理システムにおいて、計測手段によって計測された電気使用量が閾値以上に
なったことを報知するとともに、放電可能時間を報知する報知手段を備えることも好まし
い。
【符号の説明】
【００７０】
　１　蓄電池
　１０　電力変換ユニット
　１５　制御部（残量検出部）
　３５ａ，３５ｂ　電気機器
　３６　電力計測部（計測部）
　４０　電力監視装置（電力管理装置）
　４１ａ　機器制御部（機器制御手段）
　４１ｂ　放電制御部（放電制御手段）
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